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神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要
第18巻第１号　2024 研究報告

はじめに
私は昨年の同時期、「地域情報化計画から DX 推

進計画へ」という題名の研究報告をこの紀要に発表
した（田畑 [2023]）。締め切り日は 2023 年３月末日
であったので、その時期までに策定された（残念な
がら漏れはあるが）DX 推進計画の概要を、都道府
県レベルのものを中心に概説したものである。それ
から約１年が経過したが、その間に「DX 推進計画」
を策定した自治体は大きく増えた（注１）。

その元締めと言うべき総務省の『自治体デジタル・
トランスフォーメーション (DX) 推進計画』の初版
が策定されたのは 2020 年 12 月 25 日であったが、
その２版は改定が急で、「第 2.0 版」は 2022 年９月
２日、「第 2.1 版」は 2023 年 11 月７日、「第 2.2 版」
は同年 12 月 22 日、「第 2.3 版」は 2024 年２月５日と、
矢継ぎ早に改定されている。

さて、前年と同様に全自治体のサイトをチェック
した（例外的にはサイトに非掲載のものがあり、そ
の点では完全に正確なものとは言えない）ところ、
策定自治体は 393（全体の約 23%）だったものが、
663（全体の約 39%）と、倍増に近い増え方をして
いた。その中でも特に「市」については全体の 792
市中で 498 市、割合にして約 62.9% と過半数を超え
た。町は 156 で約 21.0%、村は９で約 4.9% と、市
よりはまだだいぶ少ないものの、町村でもそれなり
に増加している（注２）。この変化した状況につい
て語るのが本稿の目的である。前述「地域情報化計
画から DX 推進計画へ」では、動きの速かった都
道府県について表を作り詳述したので、本稿では市
町村を中心としたい（注３）。但し、策定した市町
村をすべて論ずるのは紙幅の関係で全く不可能なの
で、本稿では１節で概説した後、規模の大きな市町
村、２節では政令指定都市、３節ではそれ以外の道

要約：総務省の「自治体 DX 推進計画」「自治体 DX 推進手順書」を受けて、多数の自治体が「DX
推進計画」の策定に乗り出した。筆者は昨年、この紀要に発表した「地域情報化計画から DX 推進
計画へ」の中で、２０２３年３月までの DX 推進計画について紹介したが、その後１年で、また多
数の自治体が新たに DX 推進計画を策定したり、あるいはそれまでの計画を改定したりしている。
前述の論文では都道府県の DX 推進計画を悉皆的に紹介したが、本論文では前年からの変化を振り
返り、市町村の DX 推進計画を中心に叙述したい。

キーワード：地域情報化、DX、自治体、市町村
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DOCOMOMO International, pp.48-54. https://
doi.org/10.52200/docomomo.67.05

２） 川喜田煉七郎「ロシア〈ウクライナ劇場〉の国
際懸賞設計競技について」『国際建築』第６巻
第９号（1930 年９月）p.36

３） 「在ハルキウ，ウクライナ州立大衆楽劇，四千
人劇場計画の国際競技設計に関する趣意書」『建
築畫報』第 22 巻６号（1931 年６月）pp.21-27，
同前第 22 巻７号（1931 年７月）pp.32-33

４） 「ウクライナ大衆楽劇劇場の国際競技設計要綱
（抄）」『公共建築』第２巻別冊（1959 年 11 月）
pp.133-136

５） 『建築雑誌』第 536 号（1930 年８月）pp.111-
113

６） 川喜田「ウクライナ劇場の応募案について」『建
築畫報』第 22 巻６号（1931 年６月）p.4

７） 近江栄『建築設計競技―コンペティションの系
譜と展望』1986 年，鹿島出版会，p.71

８） ウクライナ劇場国際設計競技と同時期に開催さ
れた東京帝室博物館（現東京国立博物館）の「建
築設計図案懸賞募集規定」には「第五　様式，
意匠ニ関スル事項」として「建築様式ハ内容ト
調和ヲ保ツ必要アルヲ以テ日本趣味ヲ基調トス
ル東洋式トスルコト」とある。『建築雑誌』第
540 号（1930 年 12 月）p.149

訳注
原本では五カ国語パートすべてにこの値の
単位表記がない。川喜田による訳文（注３）
にも単位表記がない。しかし前記川喜田訳
にもとづいたという「ウクライナ大衆楽劇
劇場の国際競技設計要綱（抄）」（注４）は，
その単位を「メートル」としている。編者
の判断で補足されたものと思われるが，文
脈から妥当と考えられるので本稿でも同様
に補足した。

プロレタリア作家連盟），ラトシンスキー B.N.（作
曲家，キーウ），マラエフ K.V.（地区建設労働組合），
ミキテンコ V.D. （劇作家，全ウクライナプロレタ
リア作家同盟（WUSPP）），マンジー V.D.（キーウ
州立オペラ劇場バレエ部門主席舞台監督），マスレ
ンコ U.P.（ウクライナ国際文化科学交流協会），ム
カ V.I.（「鎌とハンマー」工場），メラー V.G.（ベ
レジル劇場主任画家），メジゴルスキー A.V.（建築
家，ウクライナ現代建築家協会（OSAU）），ノヴィ
ツキー M.K.（“Visty WUZWK” 新聞論説委員），ペ
トリツキー A.G.（ハルキウ州立オペラ劇場主任画
家），ポドベレスキー N.L.（レニングラード芸術建
築家協会教授），ラビチェフ N.N.（ソビエト人民
教育大臣），ラシュマディロフ G.（レーニン共産
主義青年同盟ウクライナ地区委員会），ラヴィンス
キー M.A.（技師，全ウクライナ建設労働組合工学
技術部門），ラエフスキー S.E.（キーウ青年芸術家
連合），ライコフ V.N.（キーウ芸術大学教授），リー
ルスキー I.V.（モスクワ建築家協会教授），サラティ
コフ S.B.（地方技師局主事），サドラー E.F.（教授，
メジゴルスキー窯業技術センター長），ステパノフ 
A.M.（技師，地区建設業者連合技術部門），タラン
F.P.（“Communist” 新聞編集人），テレシシェンコ 
M.S.（オデーサ劇場美術講師），ウンゲルン V.A. （地
方技術局技師），フューラー V.Y.（地区党委員会文
化宣伝局，“Kharkov Proletarian” 新聞編集人），フ
ヴォストフ A.V.（ハルキウ芸術大学教授），シュリ
ヒター A.G.（科学アカデミー副会長），ヤロフキン 
F.I.（モスクワ現代建築家協会），ヤノヴィツキー 
G.A.（建築家，ウクライナ現代建築家協会），アイ
ンゴルン A.L.（技師，ハルキウ公共経済クラブ建
築部門），ユラ・グナット（イワン・フランコ劇場
芸術講師），
責任事務取扱兼審査委員：リネツキー A.V.（建

築家）
ハルキウ地区執行委員会委員長：M. ネジヴィ
ハルキウ市議会議長：G. ボロディン
地方技術師局主事：S. サラティコフ
（付図）
ハルキウにおける新劇場建設のための敷地面積

37,317㎡
（表４：裏表紙）
問い合わせは，建設委員会（地方技術局事務所：

ハルキウ市リープクネヒト通り７）まで。

注
１） Hiromitsu UMEMIYA “The International 

Competition for The State Ukrainian Theater 
(1930)―Application proposals from Japan”, 
“DOCOMOMO Journa l ”  No .  67 (2022 ) , 
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だが、いずれも前年の策定数が「２」と少なかった
ところと言える。

より手軽に（？）策定されるものに含まれる文言
として、「指針」「方針」や「宣言」があり、おおむ
ね「計画」よりも短い。特に「宣言」は１枚もので
ある場合もある（「伊那市 DX しあわせのまち宣言」

「那珂川町わくわく未来 DX 宣言」など）。「宣言」
を除いて薄いものとしては、2023 年３月に策定さ
れた岐阜県瑞穂市（岐阜市と大垣市の間にあるベッ
ドタウン）の「瑞穂市 DX 推進方針」があり、これ
も１枚ものである。

２．政令指定都市における「DX推進計画」
ではまず政令指定都市の DX 推進計画を表にまと

めてみよう。明示していないところは空欄とした。
「基本理念、スローガン等」は、一つにまとまって
いるもののみ記載した（つまり、複数項目のものは
省略した）。

DX 推進計画自体が「なし」となっているのは堺
市と神戸市の２市である。神戸市に関しては田畑
[2023] で言及した。前年、同様に策定のなかった福

府県庁所在市について表を作って紹介し、それ以外
については目立ったものを４節で紹介する。

１．概説
前年に都道府県レベルで策定がなかったのが、山

形県、神奈川県、富山県、石川県、福井県、佐賀県、
長崎県であったが、神奈川県はその後『神奈川 DX
計画』を 2023 年に策定した。山形県は、建設分野
に特化した『山形県建設 DX 推進戦略』を、2023
年 12 月に、県土整備部が策定している。

さて、市町村での策定率が高い都道府県は、静岡
県の 68.6%、山口県の 68.4%、富山県の 66.7% がベ
スト３で、以下６割を超えるのが埼玉、東京、神奈川、
栃木。傾向としては、大都市圏と、市町村数が少な
い（合併で減った）ところで高い数字が出るようだ。
富山県は 10 市全部で策定されているが、町村での
策定はゼロである。逆に策定率が低いのは、徳島県
の 12.5%、北海道の 13.4%、群馬県の 17.1%、以下、
低い順に高知、奈良、青森、宮城まで２割以下であ
る。前年比の伸び率で言うと、秋田県、山梨県、奈
良県、福井県といったところが高い（３倍以上）の

表１：政令指定都市における「DX推進計画」

自治体 計画名称 策定年月 期
間 頁数 基本理念、スローガン等

札幌市
札幌市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
方針

2021.12 19

仙台市
仙台市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進計
画

2021.6 3 48 :D Sendai デジタルでみんなワクワク　ス
マートシティ

さいたま市 さいたま市行政デジタル化
計画 2021.3 5 75 上質な生活都市さいたま市

千葉市 千葉市行政デジタル化推進
指針 2022 20

横浜市
横浜 DX 戦略 フレーム編 2022.9 4 44 デジタルの恩恵をすべての市民、地域に行

きわたらせ、魅力あふれる都市をつくる
横浜 DX 戦略　アクション
編 2022.9 4 70

川崎市

川崎市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進プ
ラン

2022.3 90

デジタルの活用により、一人ひとりのニー
ズに合ったサービスを選ぶことができ多様
な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残
さない、人に優しいデジタル化～

川崎市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進プ
ログラム

2022.3 93

相模原市 相模原市 DX 人材育成方針 2022.3 17 環境の変化に強く自ら変化を起こす職員

新潟市 新潟市デジタル化基本方針 2023.3 8 28 デジタル技術やデータを活用し、市民一人
ひとりの暮らしをよりよくしつづけること
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一つで 100 ページを超えるものはないが、最も
ページ数の多いのは川崎市で、「プラン」が 90 ペー
ジ、プログラムが 93 ページと、合計すると 183 ペー
ジとなる。静岡市の場合も、本編と施策集を合わせ
ると 106 ページとなる。他は、薄いものは 20 ペー
ジ前後、厚いものは 70 ページ前後まで、分布して
いる。『浜松市 DX 推進計画』は、本書は２ページ
と短いものだが、解説版は 30 ページあり、合計す
ると 32 ページとなる。

計画期間は概ね３年から５年だが、例外的に熊本
市のような短いもの、新潟市や静岡市のような長い
ものが存在する。

岡市は、2023 年６月、『福岡市 DX 戦略』を策定し
ている。静岡市や広島市では改訂版を出している。

名称については、「DX」「デジタル・トランス
フォーメーション」のいずれかを入れているものが
多いが、単なる「デジタル化」を使っているものも、
さいたま市、千葉市、新潟市の３市挙げられる。さ
いたま市、千葉市、熊本市の３市はタイトル中に「行
政」の文字を入れている。また、「計画」もしくは「プ
ラン」を使っているものが９市、「方針」が４市、「戦
略」が２市、「指針」が１市、などとなっている。『相
模原市 DX 人材育成方針』はその標題からもわかる
ように、市職員の人材育成に特化した内容である。

静岡市

静岡市デジタル化推進プラ
ン　本編 2022.2 10 76 誰もがデジタル化による豊かさを享受でき

る地域社会の実現
静岡市デジタル化推進プラ
ン　施策集 2022.2 30

静岡市デジタル化推進プラ
ン　本編　改訂版 2023.3 76 誰もがデジタル化による豊かさを享受でき

る地域社会の実現
静岡市デジタル化推進プラ
ン　施策集　改訂版

2024.3 30

浜松市

浜松市 DX 推進計画  本書 2023.1 2 人に寄り添ったデジタル活用　安全・安心、
便利で快適な市民サービスの実現

浜松市 DX 推進計画　解説
版 2023.1 30

名古屋市 名古屋市役所 DX 推進方針 2022.3 24 デジタルの活用により　市民一人ひとりに
より適したサービスを提供します！

京都市 京都市 DX 推進のための基
本方針 2022.1 25

大阪市

Re ー Design おおさか　大
阪市 DX 戦略 2023.4 3 48

Re ー Design おおさか　大
阪市 DX 戦略アクションプ
ラン

2023.4 3 75

堺市 なし
神戸市 なし

岡山市 岡山市 DX 推進計画 2022.3 4 18 DX による「住みやすく躍動感のある」ま
ちづくり

広島市

広島市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
計画

2022.3 4 43
「様々な分野で情報をうまく使いこなし、
新たな価値を創造していく『匠（TAKUMI）
のまち』の実現

広島市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
計画  改訂版

2023.3 4 44
「様々な分野で情報をうまく使いこなし、
新たな価値を創造していく『匠（TAKUMI）
のまち』の実現

福岡市 福岡市 DX 戦略 2023.6 4 31

北九州市 北九州市 DX 推進計画 2021.12 5 67 デジタルで快適・便利な幸せなまちへ

熊本市 熊本市行政サービス DX ア
クションプラン 2020.11 1.4 20

いつでも、どこでも、手軽に、手続きやコ
ミュニケーションが可能な、 市民にとって
付加価値の高い市役所の実現
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だが、いずれも前年の策定数が「２」と少なかった
ところと言える。

より手軽に（？）策定されるものに含まれる文言
として、「指針」「方針」や「宣言」があり、おおむ
ね「計画」よりも短い。特に「宣言」は１枚もので
ある場合もある（「伊那市 DX しあわせのまち宣言」

「那珂川町わくわく未来 DX 宣言」など）。「宣言」
を除いて薄いものとしては、2023 年３月に策定さ
れた岐阜県瑞穂市（岐阜市と大垣市の間にあるベッ
ドタウン）の「瑞穂市 DX 推進方針」があり、これ
も１枚ものである。

２．政令指定都市における「DX推進計画」
ではまず政令指定都市の DX 推進計画を表にまと

めてみよう。明示していないところは空欄とした。
「基本理念、スローガン等」は、一つにまとまって
いるもののみ記載した（つまり、複数項目のものは
省略した）。

DX 推進計画自体が「なし」となっているのは堺
市と神戸市の２市である。神戸市に関しては田畑
[2023] で言及した。前年、同様に策定のなかった福

府県庁所在市について表を作って紹介し、それ以外
については目立ったものを４節で紹介する。

１．概説
前年に都道府県レベルで策定がなかったのが、山

形県、神奈川県、富山県、石川県、福井県、佐賀県、
長崎県であったが、神奈川県はその後『神奈川 DX
計画』を 2023 年に策定した。山形県は、建設分野
に特化した『山形県建設 DX 推進戦略』を、2023
年 12 月に、県土整備部が策定している。

さて、市町村での策定率が高い都道府県は、静岡
県の 68.6%、山口県の 68.4%、富山県の 66.7% がベ
スト３で、以下６割を超えるのが埼玉、東京、神奈川、
栃木。傾向としては、大都市圏と、市町村数が少な
い（合併で減った）ところで高い数字が出るようだ。
富山県は 10 市全部で策定されているが、町村での
策定はゼロである。逆に策定率が低いのは、徳島県
の 12.5%、北海道の 13.4%、群馬県の 17.1%、以下、
低い順に高知、奈良、青森、宮城まで２割以下であ
る。前年比の伸び率で言うと、秋田県、山梨県、奈
良県、福井県といったところが高い（３倍以上）の

表１：政令指定都市における「DX推進計画」

自治体 計画名称 策定年月 期
間 頁数 基本理念、スローガン等

札幌市
札幌市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
方針

2021.12 19

仙台市
仙台市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進計
画

2021.6 3 48 :D Sendai デジタルでみんなワクワク　ス
マートシティ

さいたま市 さいたま市行政デジタル化
計画 2021.3 5 75 上質な生活都市さいたま市

千葉市 千葉市行政デジタル化推進
指針 2022 20

横浜市
横浜 DX 戦略 フレーム編 2022.9 4 44 デジタルの恩恵をすべての市民、地域に行

きわたらせ、魅力あふれる都市をつくる
横浜 DX 戦略　アクション
編 2022.9 4 70

川崎市

川崎市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進プ
ラン

2022.3 90

デジタルの活用により、一人ひとりのニー
ズに合ったサービスを選ぶことができ多様
な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残
さない、人に優しいデジタル化～

川崎市デジタル・トランスフ
ォーメーション (DX) 推進プ
ログラム

2022.3 93

相模原市 相模原市 DX 人材育成方針 2022.3 17 環境の変化に強く自ら変化を起こす職員

新潟市 新潟市デジタル化基本方針 2023.3 8 28 デジタル技術やデータを活用し、市民一人
ひとりの暮らしをよりよくしつづけること
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にないものと言えるかもしれない。

３．道府県庁所在市のDX推進計画
続いて、上記の政令指定都市を除いた、道府県庁

所在市である 33 市の DX 推進計画についてまとめ
たのが次の表である。

「基本理念・スローガン」は、ご覧の通り、便利
で快適、豊かといった文言が多く、いずれも大同小
異である。そんな中で、仙台市の「:D Sendai デジ
タルでみんなワクワク　スマートシティ」の頭文字
の「D」は、DX、Digital Driven、DATE（伊達な）
を表すだけでなく、「:D」は顔文字である。また広
島市の『匠（TAKUMI）のまち』という表現も他

表２：道府県庁所在市の「DX推進計画」

自治体 計画名称 策定年月 期
間 頁数 基本理念、スローガン等

青森市 青森市自治体 DX 推進方針 2022.9 27

盛岡市

盛岡市行政デジタル・トラン
スフォーメーション推進計
画

2021.9 5 33
デジタルのチカラで，市民の多様なライフ
スタイルに寄り添う，徹底的に便利な市役
所の実現

盛岡市行政デジタル・トラン
スフォーメーション推進計
画改訂版

2023.3 5 33
デジタルのチカラで，市民の多様なライフ
スタイルに寄り添う，徹底的に便利な市役
所の実現

秋田市

秋田市デジタル化推進計画 2021.6 3 46

秋田市デジタル化推進計画　
改訂版 2022.3 46

秋田市デジタル化推進計画　
改訂版 2023.3 49

山形市 山形市スマートシティ推進
基本計画 2022.3 5 40 デジタルの力で山形市の持続的発展を加速

福島市 なし
水戸市 なし

宇都宮市 宇都宮市デジタル共創未来
都市ビジョン 2023.2 79

前橋市

前橋市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
計画

2021.3 5 36

前橋市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
計画  改訂版

2022.9 5 29

富山市  富山市 DX・働き方改革推進
基本方針 2021.11 3 13

金沢市

金沢市デジタル戦略 2021.3 2 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　
金沢

金沢市デジタル戦略（資料
編） 2021.3 20

金沢市デジタル戦略（改訂
版） 2021.11 2 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　

金沢

金沢市デジタル戦略 2.0 2022.6 2 33 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　
金沢
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福井市

福井市 DX 推進計画 2022.3 5 30 DX の推進により みんなが豊かで快適に暮
らすまち ふくい

福井市 DX 推進計画実施計
画（アクションプラン） 2022.3 5

福井市 DX 推進計画実施計画
（アクションプラン）改訂版 2023 5 54

甲府市

甲府市デジタルソサエティ
未来ビジョン　2021-2030 2021.2 10 41

「社会の変革を通し一人ひとりが快適で元
気に活躍できる社会を形成し 明るい未来
を創造する甲府」の実現

甲府市デジタルソサエティ
未来ビジョン　第一次アク
ションプラン

2021.2 5 26

甲府市デジタルソサエティ
未来ビジョン　第一次アク
ションプラン  令和５年度版

2023.2 5 26

長野市 長野市行政 DX 推進計画 2022.4 5 76 Smart City NAGANO 市民とつくる最高の
まちづくり

岐阜市 岐阜市 DX 推進計画 2022.2 4 79
DX（デジタル・トランスフォーメーション）
により、一人ひとりの人生を、より DX（デ
ラックス）に

津市 なし
大津市 大津市 DX 戦略 2024 5 27

奈良市 奈良市 ICT 活用計画　改訂
版 2023.11 66

和歌山市 和歌山市デジタル化推進計
画 2022.5 4 56

鳥取市

鳥取市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
方針（第７版）

2022.4 4 44 ～ 市民一人ひとりにやさしいデジタル化
で、市民生活を豊かにする ～

令和４年度鳥取市 DX アク
ションプラン 2022.4 25

令和４年度鳥取市 DX アク
ションプラン　改訂版 2022.7 25

令和５年度鳥取市 DX アク
ションプラン 2023.4 22

松江市 松江市みんなにやさしいデ
ジタル市役所計画 2022.3 8 29 行政サービスや業務のデジタル化による、

人口減少社会における市民サービスの向上

山口市  山口市スマートシティ推進
ビジョン 2022.3 3 129

誰もがいきいきと豊かに暮らせる持続可能
なまち 山口　スマート「ライフ」シティ
山口

徳島市
徳島市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
計画

2022.3 4 87 誰一人取り残さない、安全・安心で利便性
の高いデジタル社会の実現

高松市 スマートシティたかまつ推
進プラン　2022-2024 2022.3 3 68

松山市

松山市デジタル化推進方針
（行政手続きのオンライン化
編）

2022.4 6 ニューノーマルまつやまを目指して

松山市デジタル化推進方針
（業務系システムの標準化編 2022.4 2 6 ニューノーマルまつやまを目指して
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にないものと言えるかもしれない。

３．道府県庁所在市のDX推進計画
続いて、上記の政令指定都市を除いた、道府県庁

所在市である 33 市の DX 推進計画についてまとめ
たのが次の表である。

「基本理念・スローガン」は、ご覧の通り、便利
で快適、豊かといった文言が多く、いずれも大同小
異である。そんな中で、仙台市の「:D Sendai デジ
タルでみんなワクワク　スマートシティ」の頭文字
の「D」は、DX、Digital Driven、DATE（伊達な）
を表すだけでなく、「:D」は顔文字である。また広
島市の『匠（TAKUMI）のまち』という表現も他

表２：道府県庁所在市の「DX推進計画」

自治体 計画名称 策定年月 期
間 頁数 基本理念、スローガン等

青森市 青森市自治体 DX 推進方針 2022.9 27

盛岡市

盛岡市行政デジタル・トラン
スフォーメーション推進計
画

2021.9 5 33
デジタルのチカラで，市民の多様なライフ
スタイルに寄り添う，徹底的に便利な市役
所の実現

盛岡市行政デジタル・トラン
スフォーメーション推進計
画改訂版

2023.3 5 33
デジタルのチカラで，市民の多様なライフ
スタイルに寄り添う，徹底的に便利な市役
所の実現

秋田市

秋田市デジタル化推進計画 2021.6 3 46

秋田市デジタル化推進計画　
改訂版 2022.3 46

秋田市デジタル化推進計画　
改訂版 2023.3 49

山形市 山形市スマートシティ推進
基本計画 2022.3 5 40 デジタルの力で山形市の持続的発展を加速

福島市 なし
水戸市 なし

宇都宮市 宇都宮市デジタル共創未来
都市ビジョン 2023.2 79

前橋市

前橋市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
計画

2021.3 5 36

前橋市 DX（デジタル・トラ
ンスフォーメーション）推進
計画  改訂版

2022.9 5 29

富山市  富山市 DX・働き方改革推進
基本方針 2021.11 3 13

金沢市

金沢市デジタル戦略 2021.3 2 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　
金沢

金沢市デジタル戦略（資料
編） 2021.3 20

金沢市デジタル戦略（改訂
版） 2021.11 2 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　

金沢

金沢市デジタル戦略 2.0 2022.6 2 33 誰ひとり取り残さないデジタル戦略都市　
金沢
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て、第一部が「ビジョン策定の背景」、第二部が「推
進ビジョン」、第三部が「重点プロジェクト」。第三
部が最も内容が多く、「新たな価値創出・新たなサー
ビス提供プロジェクト」を始めとした 14 のプロジェ
クトが紹介されている。『徳島市デジタル・トラン
スフォーメーション（DX）推進計画』も 87 ページ
ある。薄いものは 10 ページ台のものもあるが、特
に薄いものとしては、松山市の『松山市デジタル化
推進方針』が挙げられる。「行政手続きのオンライ
ン編」と「業務システムの標準化編」の二分冊だが
いずれも６ページ。その６ページも、１ページ目は
表紙、２ページ目は白紙など、実質３から４ページ
に過ぎない。ただ「公表用」と明記してあるので、
ひょっとしたら非公表のものはもっと内容が豊富な
のかもしれない。

基本理念やスローガンは、これも政令指定都市の
場合と同様、デジタルでみなに便利で住みよい暮ら
しを、といったものが多く、特に奇抜なものは見ら
れない。

大分市の『大分市情報化推進計画アクションプラ
ン　2022-2024』は、2019 年６月に策定された６年
計画『大分市情報化推進計画』の、後期の方のアク
ションプランだが、「自治体 DX 推進計画」との関
係が言及されている。2022 年３月に策定された鹿
児島市の『鹿児島市 DX 推進計画』は第五次鹿児島
市地域情報化計画を兼ねている。

奈良市の場合、2020 年４月に策定された『奈良
市 ICT 活用計画　奈良市官民データ活用推進計画』
の原版は、その題名が示す通り、「官民データ活用
計画」であったが、2023 年 11 月に出されたその改

「なし」となっているのは、福島市、水戸市、津市、
高知市の４市である。このうち福島市は、積極的に
情報化計画を策定してきた市の一つで、『福島市地
域情報化イノベーション計画（第四次福島市地域情
報化基本計画）』を 2021 年３月に策定しており、副
題に「デジタル技術によるよりよい市民生活を目指
して」とあるように、その中でもデジタルはかなり
意識している。109 ページとかなり厚めの冊子の中
で、「デジタル」は 37 回登場するが、「DX」や「デ
ジタル・トランスフォーメーション」は登場せず、
時期的にはおそらく、総務省の「自治体 DX 推進計
画」策定前から企画されていたものだろう（たとえ
ば同月に策定された『第２期栃木市情報化計画』も
同様で、やはり「DX」や「デジタル・トランスフォー
メーション」は登場しない）。したがって、ここで
は DX 推進計画には入れていない。

こちらも策定時期は 2021 年度中のものが多く、
策定時期の早いものはその後、改訂版が出されてい
るものも少なくない。計画期間は政令指定都市の場
合と同様に、３年から５年のものが大半だが、中に
は８年から 10 年といった長期のものもある。こう
した長期のものは、途中で見直しをかける必要性に
ついても言及している。

また、計画とアクションプランや個別施策とを別
冊にしているものも少なくない。金沢市のように資
料編を別冊にしているところもある。那覇市 DX 推
進計画の場合は、本編とアクションプランの合冊形
式である。

ページ数は、最も厚いのが『山口市スマートシティ
推進ビジョン』の 129 ページ。三部構成となってい

高知市 なし

佐賀市

佐賀市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
方針

2022.3 4 43
“ 暮らしやすさ ”“ 過ごしやすさ ” を実感で
きる佐賀市
～より便利、より簡単、より早く～

佐賀市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
方針　改訂版

2023.3 4 43
“ 暮らしやすさ ”“ 過ごしやすさ ” を実感で
きる佐賀市
～より便利、より簡単、より早く～

長崎市

長崎市 DX 推進計画（本編） 2022.3 9 44 「人」が主役のまちづくりを、デジタル技
術で加速させる

長崎市 DX 推進計画改訂版 2023.2 9 44 「人」が主役のまちづくりを、デジタル技
術で加速させる

長崎市 DX 推進計画（個別
施策編） 2022.3 32

大分市 大分市情報化推進計画アク
ションプラン　2022-2024 2022.4 3 76

宮崎市 宮崎市 DX 推進方針 2022.9 2.6 16

鹿児島市  鹿児島市 DX 推進計画（第五
次鹿児島市地域情報化計画） 2022.3 5 36 ICT で住みよいまちへ

那覇市 那覇市 DX 推進計画 2023.3 6 33 デジタルで変わり続けるまち・那覇
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に、DX という文言こそ出ていないものの、まさに
デジタルによる変革を訴えているもので、内容的に
は DX 推進計画の先駆けと言える。その後、横須賀
市は 2023 年４月に『横須賀市スマートシティ推進
方針』を策定し、こちらには「行政 DX」という言
葉が登場する。

各務原市では、2020 年７月に策定した『各務原
市第３次 ICT 基本計画　後期計画』の改訂版（第 2.0
版）を 2024 年１月に策定し、その計画の終了時期
を、国の DX 推進計画の終わりに合わせるため、従
前より１年延長して 2026 年３月とした。他、富士
通 Japan も参加している。

姫路市の場合も独特で、2023 年３月に、デジタ
ル政策の方向性を示す総合的な計画として「第２期
姫路市官民データ活用推進計画」を策定し、さらに
同年 10 月に、「その推進力を高め、デジタル化の加
速を図るため」として、『姫路ライフ・デジタル戦
略 Ver.3.0』を策定した。Ver3.0 という表記からも
わかるように、『姫路ライフ・デジタル戦略」その
ものはその前から、初版が 2021 年 10 月に、改訂版
が 2022 年 10 月にと、１年ごとに出されているもの
である。

志木市が 2021 年８月に策定した『志木市 ICT 戦
略ビジョン』は、タイトルに DX は入ってはいない
が、「自治体 DX を実現するため、 ICT 技術で行政
事務を効率化」といった文言は入っており、DX 推
進計画に含めてもよいのではないかと考えられる。
上尾市が 2022 年３月に策定した『上尾市 ICT 化推
進計画』も同様である。蕨市の『第４次蕨市情報化
総合推進計画』は、原版は 2020 年３月に策定され
たものだが、2022 年４月策定の改訂版では自治体
DX の話が大きく盛り込まれている。新発田市の『新
発田市情報化推進計画』も、2021 年４月に策定さ
れたものだが、2022 年８月に策定されたその改訂
版に DX 推進の話が盛り込まれた。枚方市は、2018
年４月に 12 年計画で策定された『第２次枚方市情
報化計画』の「第３期」計画を 2024 年３月に策定
し、これが実質的に「DX 推進計画」となっている。
次々と情報化計画を策定することで知られる四街道
市は、2023 年３月策定の『第 11 次四街道市情報化
推進計画』が DX 推進計画となっている。同様のこ
とは、埼玉県の『第４次蕨市情報化総合推進計画（改
定版）』『第３次久喜市情報化推進計画』『第３次狭
山市情報化基本計画』『第２次飯能市地域情報化推
進計画』についても言える。

藤沢市は 2022 年４月に、『藤沢市 DX 推進計画』
と『藤沢市スマートシティ基本方針』とを、同時に
策定している。どちらも DX は大きく扱われている
が、どちらかというと前者が「行政情報化計画」に、
後者が「地域情報化計画」に近い。

訂版は DX 推進を強く意識したものとなっており、
ここでは改訂版のみを DX 推進計画として扱ってい
る。

鳥取市の『鳥取市デジタル・トランスフォーメー
ション（DX）推進方針』には「第７版」と書かれ
ているが、これは DX 推進方針の７回目の改定、と
いう意味ではなく、それ以前の『鳥取市 IT 推進行
動計画』（2001 年 12 月）を第１版とし、それが第
２版まで策定され、『鳥取市情報化推進方針』（2006
年３月）が第３版、それが第６版まで出ており、そ
れを受け継いで第７版となっている。

長野市の場合には、同時期に『スマートシティ
NAGANO 基本計画』も策定しており、こちらの方
が地域情報化計画に近い。富山市が 2022 年 11 月に
策定した『富山市スマートシティ推進ビジョン』も
その表題が示す通り、スマートシティの推進に向け
たビジョンを語るものである。DX も出てくるが、
総務省の DX 推進計画に対応したものといった表現
はない。表に掲げた『富山市 DX・働き方改革推進
基本方針』の方が直接に DX を扱っている。その表
題からもわかるように、「働き方」改革と結合した
方針書であり、分量的には少ないが、ユニークなも
のとなっている

４．それ以外の市町村
２節、３節で挙げた政令指定都市、県庁所在市を

除いた市町村についても、いくつか目立ったものを
紹介しておこう。

磐梯町の『デジタル変革戦略　第１版』は、策
定が 2020 年７月で、総務省の『自治体 DX 推進計
画』に先んじている。「磐梯町総合計画（2020 年３
月）の 策定を受けて設置されたデジタル変革戦略
室が、同計画の将来像である「自分たちの子や孫た
ちが暮らし続けたい魅力あるまちづくり」や同室の
使命である「誰もが自分らしく生きられる共生社会
の共創」を、DX（デジタル変革）を通じて具現化
するために策定された戦略」と説明される、パワポ
24 枚の文書である。その第２版は 2021 年７月に策
定され、「デジタルからデザインへ」との副題を持つ。
分量もやや増えてパワポ 33 枚分である。茨木市で
はまず 2020 年 10 月に「茨木市 DX 推進に関する宣
言　次なる茨木 DX」というパワポ２枚ものの文書
を出し、その後、2021 年６月に「キックオフメッセー
ジ」を、同７月に「DX 推進ロードマップ」を出し
ている（2023 年６月に改定）。

横須賀市の場合は、総務省の『自治体 DX 推進計
画』が策定される前の 2020 年４月に早くも、『横須
賀市デジタルガバメント推進方針　ICT で役所と
暮らしに変革を』を策定している。この計画書の中
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て、第一部が「ビジョン策定の背景」、第二部が「推
進ビジョン」、第三部が「重点プロジェクト」。第三
部が最も内容が多く、「新たな価値創出・新たなサー
ビス提供プロジェクト」を始めとした 14 のプロジェ
クトが紹介されている。『徳島市デジタル・トラン
スフォーメーション（DX）推進計画』も 87 ページ
ある。薄いものは 10 ページ台のものもあるが、特
に薄いものとしては、松山市の『松山市デジタル化
推進方針』が挙げられる。「行政手続きのオンライ
ン編」と「業務システムの標準化編」の二分冊だが
いずれも６ページ。その６ページも、１ページ目は
表紙、２ページ目は白紙など、実質３から４ページ
に過ぎない。ただ「公表用」と明記してあるので、
ひょっとしたら非公表のものはもっと内容が豊富な
のかもしれない。

基本理念やスローガンは、これも政令指定都市の
場合と同様、デジタルでみなに便利で住みよい暮ら
しを、といったものが多く、特に奇抜なものは見ら
れない。

大分市の『大分市情報化推進計画アクションプラ
ン　2022-2024』は、2019 年６月に策定された６年
計画『大分市情報化推進計画』の、後期の方のアク
ションプランだが、「自治体 DX 推進計画」との関
係が言及されている。2022 年３月に策定された鹿
児島市の『鹿児島市 DX 推進計画』は第五次鹿児島
市地域情報化計画を兼ねている。

奈良市の場合、2020 年４月に策定された『奈良
市 ICT 活用計画　奈良市官民データ活用推進計画』
の原版は、その題名が示す通り、「官民データ活用
計画」であったが、2023 年 11 月に出されたその改

「なし」となっているのは、福島市、水戸市、津市、
高知市の４市である。このうち福島市は、積極的に
情報化計画を策定してきた市の一つで、『福島市地
域情報化イノベーション計画（第四次福島市地域情
報化基本計画）』を 2021 年３月に策定しており、副
題に「デジタル技術によるよりよい市民生活を目指
して」とあるように、その中でもデジタルはかなり
意識している。109 ページとかなり厚めの冊子の中
で、「デジタル」は 37 回登場するが、「DX」や「デ
ジタル・トランスフォーメーション」は登場せず、
時期的にはおそらく、総務省の「自治体 DX 推進計
画」策定前から企画されていたものだろう（たとえ
ば同月に策定された『第２期栃木市情報化計画』も
同様で、やはり「DX」や「デジタル・トランスフォー
メーション」は登場しない）。したがって、ここで
は DX 推進計画には入れていない。

こちらも策定時期は 2021 年度中のものが多く、
策定時期の早いものはその後、改訂版が出されてい
るものも少なくない。計画期間は政令指定都市の場
合と同様に、３年から５年のものが大半だが、中に
は８年から 10 年といった長期のものもある。こう
した長期のものは、途中で見直しをかける必要性に
ついても言及している。

また、計画とアクションプランや個別施策とを別
冊にしているものも少なくない。金沢市のように資
料編を別冊にしているところもある。那覇市 DX 推
進計画の場合は、本編とアクションプランの合冊形
式である。

ページ数は、最も厚いのが『山口市スマートシティ
推進ビジョン』の 129 ページ。三部構成となってい

高知市 なし

佐賀市

佐賀市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
方針

2022.3 4 43
“ 暮らしやすさ ”“ 過ごしやすさ ” を実感で
きる佐賀市
～より便利、より簡単、より早く～

佐賀市デジタル・トランスフ
ォーメーション（DX）推進
方針　改訂版

2023.3 4 43
“ 暮らしやすさ ”“ 過ごしやすさ ” を実感で
きる佐賀市
～より便利、より簡単、より早く～

長崎市

長崎市 DX 推進計画（本編） 2022.3 9 44 「人」が主役のまちづくりを、デジタル技
術で加速させる

長崎市 DX 推進計画改訂版 2023.2 9 44 「人」が主役のまちづくりを、デジタル技
術で加速させる

長崎市 DX 推進計画（個別
施策編） 2022.3 32

大分市 大分市情報化推進計画アク
ションプラン　2022-2024 2022.4 3 76

宮崎市 宮崎市 DX 推進方針 2022.9 2.6 16

鹿児島市  鹿児島市 DX 推進計画（第五
次鹿児島市地域情報化計画） 2022.3 5 36 ICT で住みよいまちへ

那覇市 那覇市 DX 推進計画 2023.3 6 33 デジタルで変わり続けるまち・那覇
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域情報化計画」に近く、後者は「行政情報化計画」
に近い。長崎県対馬市の場合は、地域情報化にあた
るのが「対馬市 DX 推進計画」、行政情報化にあた
るのが「対馬市オンライン化推進指針」となってい
る。

別府市、杵築市、日出町の２市１町は、2021 年
10 月、「別杵速見地域 DX（デジタルトランスフォー
メーション）推進に関する基本協定」を締結した。
自治体同士が地域 DX に関して協定を結んだのはこ
れが最初であろうと思われる。

京丹後市は『京丹後市 DX 戦略策定プロジェクト　
最終報告書』が市のホームページに掲載されている。
実質的にこれが DX 推進計画との回答を市役所から
頂いたが、これ自体が DX 戦略であるのか、哲学的
な問題を惹起する。

江津市は「スマートシティ江津推進構想」を
2022 年に、「スマートシティ江津推進構想アクショ
ンプラン」を 2023 年に策定しているが、その中で、

「①江津市における DX の定義を「D」＝「できる
ことから」、「X」＝「行動変革」とするだけでなく、

「D」＝「できないは」、「X」＝「だめ」と追記する
こと」という、独創的な DX の定義を提出している。

また巻末に、DX に関連する「用語集」をつけ
ているものも多い。AI や RPA （Robotics Process 
Automation）といった関連用語が収められるだけ
でなく、「前橋ポイント」「福岡 100」など、その自
治体独自の用語が含まれている場合もある。ちなみ
に用語数の最小は『魚沼市デジタル・トランスフォー
メーション（DX）推進方針』の６語である。

今治市の『今治市デジタル未来戦略』は、プロ
ポーザル入札で広告代理店である中国四国博報堂愛
媛支社が委託を受けて策定されたが、「ミライマバ
リ DX プラン」という独特の愛称がつけられており、

「人に寄り添う日本一アナログな DX」とスローガ
ンにデジタルの対語の「アナログ」を使っている。
もう一つユニークなのは用語集が別冊になってい
て、掲載された 105 用語および参考の４語がまずは
本誌掲載順に、続いてアルファベット・50 音順にと、
二度説明されている。

ユニークなタイトルのものとしては他に、安曇
野市の『DX の実行』、総社市の『デジタルで人に
やさしいまち推進基本方針』、北広島町の『北広島
町 DX 加速化戦略』（「加速」という言葉は、『広島
県 DX 加速プラン』にも使われている）、別府市の

『BEPPU ×デジタルファースト推進計画』、三島村
の『三島村がもっと面白くなる DX 宣言』といった
ところが挙げられよう。

「概説」で述べたように、既に６割を超える自治
体が DX 推進計画を策定しており、特に大きな都

小田原市の場合もややそれと似ているが、相違
点もある。2022 年４月に『小田原市 DX 推進計画』
が策定され、翌 2023 年４月に同改訂版と、『小田原
市デジタル田園都市構想総合戦略』とが同時に策定
された。前者は当然のことながら DX 推進計画であ
るが、後者はいわゆる「まち・ひと・しごと創生戦
略」の改訂版であり、デジタルや DX についての言
及はあるものの、総合計画に性質が近い。鳥取県湯
梨浜町は 2023 年 11 月に『湯梨浜町デジタル田園都
市総合戦略』を策定しているが、これも実際に湯梨
浜町役場に確認したところ、やはり「総合計画」の
役目であって、「DX 推進計画」は 2024 年度中に策
定予定であった（注４）。木津川市は『木津川市人
口ビジョンおよび木津川市デジタル田園都市構想総
合戦略』と、人口ビジョンと合冊にしている。他、「デ
ジタル田園都市構想総合戦略」を策定している自治
体には、群馬県、三条市、富士吉田市、弥富市、大
治町、御浜町、多可町がある。

基本計画とアクションプランや実施計画を分けて
策定しているところも少なくない。推進方針と実行
計画を分けている釧路市、基本計画と実施計画を分
けている小美玉市、推進計画とアクションプランを
分けている東松島市、推進戦略とアクションプラン
を分けている那須塩原市などが例に挙げられる。

早くに策定したところでは、DX 推進計画にも既
に改訂版を出している。湖西市は、微修正ではある
が、『湖西市 DX 推進計画』の第４版まで出している。
町田市は『町田市デジタル化総合戦略』という形で、
2021,2022,2023 年と毎年出している。『瀬戸内市 DX
線略方針』も、令和３年度、４年度、５年度と毎年
策定されている。

細かいことだが、静岡県磐田市や岡山県真庭市は、
DX の D を小文字の d にしている。
「山陽小野田市 DX 推進方針」は、ホームページ

に記載の一部となっていて、それ自体として独立し
ているものではなく、策定日時についても記載がな
い。「大洲市 DX 推進計画」を説明する大洲市のサ
イトには、YouTube に投稿された二宮隆久市長の
策定へのあいさつが埋め込まれている。

　『長門市 DX 推進方針』は、Ver1.0 と Ver2.0
で大きく姿を変えた。2021 年７月に策定された
Ver1.0 の方は、ワード文書２枚のメモ書き程度の
もので、図は推進体制を示す１枚だけ。それに対し
て 2023 年 10 月に策定された Ver2.0 は、パワポ様
式 23 枚に渡り、図表も多数収録されている。

長崎県大村市の場合には、「大村未来都市構想」
と「大村 DX 推進計画」を、2022 年３月に同時に
策定しているが、むしろ前者が一般的な DX 推進計
画にあたり、後者は行政分野のみに特化したもので
ある。昔の言葉で言えば、前者が地域住民中心の「地
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おわりに
本稿は田畑 [2023] のいわば続編であるが、本稿に

おいてもまだ表面的な紹介・分析にとどまっている。
DX 推進計画の中身について、総務省自治行政局地
域力創造グループ地域情報化企画室 [2021] に示され
るように、自治体 DX は情報システム標準化、マイ
ナンバー普及促進、自治体 AI・RPA 利用促進といっ
たことを重点項目としているが、企業など外部から
の CIO や CIO 補佐官任用による行政のゆがみの可
能性、システム標準化による自治体独自サービス提
供の困難、窓口業務の縮小の可能性、マイナンバー
普及の押し付け、個人情報保護の形骸化といった問
題が、久保 [2021] や大河原 [2022] によって指摘され
ている。このような問題の実相については、今後継
続的に考えて行くことにしたい。

注釈
（注１） DX を推進したからといって成功するとは

もちろん限らない。企業を中心とした分析
だが、佐伯 [2023] は、DX プロジェクトの
大部分は失敗している、と喝破している。

（注２） 「村」では、もともと村の数が多い長野県が
４村（中川村、泰阜村、朝日村、松川村）
と多く、他は、福島県川内村、茨城県東海村、
奈良県山添村、鹿児島県三島村、沖縄県国
頭村である。国頭村はホームページ不掲載
であったので、電話・メールで連絡して取
り寄せた。山添村デジタル・トランスフォー
メーション推進計画（案）は、令和５年２
月 15 日から３月 14 日までパブリック・コ
メントを募集したが、結果は０件であった。

（注３） 東京特別区（23 区）は都直轄の独特な制度
なので、本稿では扱わない。

（注４） 田畑 [2023] で私は、鳥取県の自治体の「DX
推進計画」は外部委託ではなく内製のもの
が多いと米子市、境港市、南部町、北栄町
での現地取材を基に書いたが、湯梨浜町の
場合も、その近隣の倉吉市の場合も内製で
あった。

（注５） その後、可児市と宗像市に現地調査を行っ
たが、可児市は 2022 年 2 月に『可児市 DX
推進実行計画』を、宗像市は 2022 年 1 月に

『宗像市 DX 推進方針』を、いずれも非公表
で策定していたことが判明した。

文献
久保貴裕「誰が、何の目的で、どのように使うのか　

「自治体 DX 推進計画」と自治体デジタル政策
の課題」『住民と自治』704 号、2021,pp.31-35.

久保貴裕「総務省「自治体 DX 推進計画」と自治体

市での策定率が高いことは２節、３節でもお分かり
いただけたかと思うが、それなりに大きな都市や、
DX に熱心と見られている都市、情報化計画を何度
も策定してきた都市でも、DX 推進計画を策定して
いないところもある。　

例えば倉敷市は、岡山県下で岡山市に次ぐ大都市
であるが、1993 年に『倉敷市地域情報化基本計画』
を策定して以来三十年あまり、地域情報化計画に類
するものの策定はなく、DX 推進計画も策定されて
いない。2003 年には郵政・総務官僚の伊東香織氏
が総務局長に、翌年収入役に就任、さらに 2008 年
には現職を破って市長選挙に当選するが、この状況
は変わっていない。

新潟県長岡市も DX に熱心な自治体であろう。
NTT 東日本との連携協定締結（2022 年６月）によ
る自治体 DX の推進、AI 技術を活用した相談支援
ツールの導入、書かない窓口システムの導入、除雪
事故防止用スマホアプリの開発、デジタル地域通貨

「ながおかペイ」の活用、長岡版スマートアグリの
推進、ポッキリパスポート（長岡商工会議所発行）
のデジタル化、長岡市デジタル推進ラボの開設など、
多数の DX 関連政策が行われている。「アイティメ
ディア」に掲載された記事「長岡市、自治体 DX に
向けたデジタル化推進　３年目の成果」では、DX
で「初年度に想定の 20 倍の成果を出した」として
いる（指田＋原田 [2021]）。しかし、DX 推進計画の
策定はない。情報化関係の計画でいえば、1998 年
３月に『長岡市地域情報化推進プラン』、2001 年３
月に『長岡市情報水道構想』が策定されたきりであ
る。同じ新潟県の妙高市は、DX に関して zoom と
の連携協定を結んだことで知られるが、これまで４
次に渡って地域情報化計画を策定し、『第４次妙高
市地域情報化基本計画　兼妙高市スマートシティ推
進構想』が 2020 年３月に期間５年で策定されてい
るので、期限の切れる 2025 年３月に新たに第５次
の地域情報化計画として DX 推進計画が策定される
のかもしれない。

岐 阜 県 可 児 市 は、1992 年、1996 年、2000 年、
2006 年と、それぞれ第一次、第二次、第三次、第
四次の地域情報化計画を策定してきたが、その後は
地域情報化計画や、本稿で主題とする DX 推進計画
の策定がない。2010 年に当選した富田成輝市長の
方針かもしれない。ちなみに富田市長は元、岐阜県
庁の地方公務員であり、ソフトピアジャパンへの出
向経験も持つ。

福岡県宗像市も、合併前に３次、合併後に４次の
計７次にわたる地域情報化計画を策定したきたが、
2015 年が最後であり、それ以降は情報化計画も DX
推進計画も策定されていない。（注５）
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域情報化計画」に近く、後者は「行政情報化計画」
に近い。長崎県対馬市の場合は、地域情報化にあた
るのが「対馬市 DX 推進計画」、行政情報化にあた
るのが「対馬市オンライン化推進指針」となってい
る。

別府市、杵築市、日出町の２市１町は、2021 年
10 月、「別杵速見地域 DX（デジタルトランスフォー
メーション）推進に関する基本協定」を締結した。
自治体同士が地域 DX に関して協定を結んだのはこ
れが最初であろうと思われる。

京丹後市は『京丹後市 DX 戦略策定プロジェクト　
最終報告書』が市のホームページに掲載されている。
実質的にこれが DX 推進計画との回答を市役所から
頂いたが、これ自体が DX 戦略であるのか、哲学的
な問題を惹起する。

江津市は「スマートシティ江津推進構想」を
2022 年に、「スマートシティ江津推進構想アクショ
ンプラン」を 2023 年に策定しているが、その中で、

「①江津市における DX の定義を「D」＝「できる
ことから」、「X」＝「行動変革」とするだけでなく、

「D」＝「できないは」、「X」＝「だめ」と追記する
こと」という、独創的な DX の定義を提出している。

また巻末に、DX に関連する「用語集」をつけ
ているものも多い。AI や RPA （Robotics Process 
Automation）といった関連用語が収められるだけ
でなく、「前橋ポイント」「福岡 100」など、その自
治体独自の用語が含まれている場合もある。ちなみ
に用語数の最小は『魚沼市デジタル・トランスフォー
メーション（DX）推進方針』の６語である。

今治市の『今治市デジタル未来戦略』は、プロ
ポーザル入札で広告代理店である中国四国博報堂愛
媛支社が委託を受けて策定されたが、「ミライマバ
リ DX プラン」という独特の愛称がつけられており、

「人に寄り添う日本一アナログな DX」とスローガ
ンにデジタルの対語の「アナログ」を使っている。
もう一つユニークなのは用語集が別冊になってい
て、掲載された 105 用語および参考の４語がまずは
本誌掲載順に、続いてアルファベット・50 音順にと、
二度説明されている。

ユニークなタイトルのものとしては他に、安曇
野市の『DX の実行』、総社市の『デジタルで人に
やさしいまち推進基本方針』、北広島町の『北広島
町 DX 加速化戦略』（「加速」という言葉は、『広島
県 DX 加速プラン』にも使われている）、別府市の

『BEPPU ×デジタルファースト推進計画』、三島村
の『三島村がもっと面白くなる DX 宣言』といった
ところが挙げられよう。

「概説」で述べたように、既に６割を超える自治
体が DX 推進計画を策定しており、特に大きな都

小田原市の場合もややそれと似ているが、相違
点もある。2022 年４月に『小田原市 DX 推進計画』
が策定され、翌 2023 年４月に同改訂版と、『小田原
市デジタル田園都市構想総合戦略』とが同時に策定
された。前者は当然のことながら DX 推進計画であ
るが、後者はいわゆる「まち・ひと・しごと創生戦
略」の改訂版であり、デジタルや DX についての言
及はあるものの、総合計画に性質が近い。鳥取県湯
梨浜町は 2023 年 11 月に『湯梨浜町デジタル田園都
市総合戦略』を策定しているが、これも実際に湯梨
浜町役場に確認したところ、やはり「総合計画」の
役目であって、「DX 推進計画」は 2024 年度中に策
定予定であった（注４）。木津川市は『木津川市人
口ビジョンおよび木津川市デジタル田園都市構想総
合戦略』と、人口ビジョンと合冊にしている。他、「デ
ジタル田園都市構想総合戦略」を策定している自治
体には、群馬県、三条市、富士吉田市、弥富市、大
治町、御浜町、多可町がある。

基本計画とアクションプランや実施計画を分けて
策定しているところも少なくない。推進方針と実行
計画を分けている釧路市、基本計画と実施計画を分
けている小美玉市、推進計画とアクションプランを
分けている東松島市、推進戦略とアクションプラン
を分けている那須塩原市などが例に挙げられる。

早くに策定したところでは、DX 推進計画にも既
に改訂版を出している。湖西市は、微修正ではある
が、『湖西市 DX 推進計画』の第４版まで出している。
町田市は『町田市デジタル化総合戦略』という形で、
2021,2022,2023 年と毎年出している。『瀬戸内市 DX
線略方針』も、令和３年度、４年度、５年度と毎年
策定されている。

細かいことだが、静岡県磐田市や岡山県真庭市は、
DX の D を小文字の d にしている。
「山陽小野田市 DX 推進方針」は、ホームページ

に記載の一部となっていて、それ自体として独立し
ているものではなく、策定日時についても記載がな
い。「大洲市 DX 推進計画」を説明する大洲市のサ
イトには、YouTube に投稿された二宮隆久市長の
策定へのあいさつが埋め込まれている。

　『長門市 DX 推進方針』は、Ver1.0 と Ver2.0
で大きく姿を変えた。2021 年７月に策定された
Ver1.0 の方は、ワード文書２枚のメモ書き程度の
もので、図は推進体制を示す１枚だけ。それに対し
て 2023 年 10 月に策定された Ver2.0 は、パワポ様
式 23 枚に渡り、図表も多数収録されている。

長崎県大村市の場合には、「大村未来都市構想」
と「大村 DX 推進計画」を、2022 年３月に同時に
策定しているが、むしろ前者が一般的な DX 推進計
画にあたり、後者は行政分野のみに特化したもので
ある。昔の言葉で言えば、前者が地域住民中心の「地
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